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Vお わ りに

1は じめ に

アメリカでは,団 体交渉システム下の労働条件変更法理に関する研究や議論の蓄積は豊富で

ある。他方で,排 他的交渉代表(exclusivebargainingrepresentative)が 存在 しない場合も含め

た包括的な視点からの検討は,ほ とんどなされてこなかった1)。

交渉単位内に排他的交渉代表が存在 しない場合,被 用者は団体交渉システムの外におかれる

ことになる。この場合,被 用者の労働条件は雇用契約によって設定される。コモン ・ロー法理

の下では,雇 用契約に期間の定めがない場合,使 用者は理由如何にかかわらずいつでも自由に
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被用者を解雇できる。労働条件の変更は解雇によって可能になるから,そ もそも雇用を維持 し

たまま労働条件変更の可否を議論する土壌がない。外部労働市場が発達 したアメリカにおいて

は,雇 用契約上の労働条件設定は,自 由競争による市場原理の下におかれているのである。

他方で,交 渉単位内に排他的交渉代表が存在する場合,被 用者の労働条件の決定変更は団体

交渉システムに委ねられ,当 該代表が単位内におけるすべての被用者の労働条件を集団的かつ

画一的に決定することになる。つまり,被 用者の労働条件は,当 該交渉代表による使用者との

団体交渉の結果として締結される労働協約によって設定される。この労働協約の締結は,一 定

の雇用保障の確保にもつながる。団体交渉システム下においては,使 用者側からみれば労働条

件の変更は規制されることになり,見 方によれば被用者も画一的な労働条件 しか享受 しえない

ことになる。

労働条件の決定変更を考える場合は,団 体交渉システムの内側と外側とい う2つ の側面から

の検討が必要である。このような観点から既存の法理論を再構成 してみると,対 極的であると

もいえる2つ の制度が併存 しているというアメリカ独自の特徴が明らかになる2)。市場原理に

委ねられる部分と法により積極的に規制される部分とい う,一 見全 く異なる制度が併存 してい

るのである。

本稿では,こ のような特徴を検証することにより,労 働条件の決定変更法理の輪郭ない し大

枠を明らかにすることを 目的とする。当該法理に関する詳細な検討は今後の課題としたい。

なお,本 稿はすでに発表 している拙稿 「アメリカにおける労働条件の決定 ・変更」 日本労働

法学会編r講 座 ・21世紀の労働法 第3巻 』(2000年,有 斐閣)242頁 に対 して,出 版の都合に

より論 じることができなかった部分を中心に加筆修正を加えたものであるが,そ の論旨や論理

の帰結に大きな変更はない。

]1団 体交渉システム外における労働条件の決定変更

1随 意的雇用の原則と労働条件の決定変更

排他的交渉代表が存在 しない場合,使 用者と被用者の合意に基づいて雇用契約を締結 した り,

変更することによって,労 働条件の決定変更ができる。問題は,使 用者がこれを一方的に変更

することができるかである。

雇用契約に期間の定めがない場合,原 則として,使 用者は自由に労働条件を決定変更できる。

今 日においても,使 用者は正当事由の存否にかかわ らず,い つで も被用者を意のままに(at

will)解雇できるとい う,随 意的雇用の原則(employmetatwill)が 妥当 しているからである3)4)。

アメリカにおいては,日 本のように解雇には合理的理由や正当事由が必要であるとして,解 雇

自体を制限する一般法理は存在 しない5)。したがって,使 用者が新たな労働条件の設定を望む
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場合には,単 に反対する被用者を解雇すればよい。このように,雇 用契約による労働条件の決

定変更は,解 雇に関する法理と密接に絡み合っていることがわかる。

これに対 して,雇 用契約に期間の定めがある場合は,随 意的雇用原則の適用はなく,使 用者

は,原 則として正当事由のない限 り,期 間の途中に被用者を解雇することはできない。期間途

中における解雇は,契 約違反 として使用者に残存契約期間相当分の損害賠償責任を発生させ6),

結果として契約期間中における労働条件の一方的変更はなしえないことになる。

2随 意 的 雇 用 原 則 の 形 成 と例 外

随 意 的 雇 用 の原 則 は,19世 紀 末 に 各 州 の裁 判 所 に よ り形 成 され た ア メ リカ独 自 の法 理 で あ る。

当 時 の州 裁 判 所 は,契 約 に 関 す る伝 統 的 な コ モン ・ロー法 理 を 厳 格 に 適 用 し,被 用 者 に い つ で

もや め られ る 自 由を 認 め る以 上,使 用 者 に 対 して もい つ で も雇 用 関 係 を 解 消 で き る 自 由が 認 め

られ なけ れ ば な ら ない とい う契 約 の相 互 性(mutualityofobligation)と,被 用 者 が 労 働 の対 価 と

して報 酬 を得 て い る限 り永 続 的 雇 用 の特 約 は約 因(considerration)を 欠 く,と い う2つ を 根 拠

と して,被 用 者 の雇 用 保 障 を ほ とん ど認 め ない 解 釈 を 確 立 させ て きた 。

連 邦 最 高裁 も,当 初 は,組 合 員 で あ る こ とを 理 由 とす る解 雇7)や 採 用 拒 否8)を 禁 止 す る立 法

は,契 約 の 自 由を 侵 害 す る こ とか ら,デ ュー ・プ ロセ スを 保 障 した 合 衆 国 憲 法 に 違 反 す る,と

の立 場 を と って い た 。 そ の後,ニ ュー デ ィール 期 に お い て 連 邦 最 高 裁 が 自身 の解 釈 を 転 換 した

こ と に よ り9),連 邦 及 び 州 レベ ル に お い て,随 意 的雇 用 原 則 を 制 限 す る立 法 の道 が 開 か れ た 。

以 降,組 合 活 動 を 理 由 とす る解 雇 を 禁 止 したNLRA(NationalLaborRelationsActofl935全

国 労 働 関 係 法,通 称WagnerAct)や 包 括 的 に差 別 を 禁 止 した 公 民 権 法(CivilRightsAct)な ど,

か な りの数 の立 法 が な され た 。 とは い って も,い ず れ の立 法 も特 定 の理 由に よ る解 雇 を 制 限 し

た だ け で あ るか ら,雇 用 関 係 は 依 然 と して コ モン ・ローに 基 づ く随 意 的 雇 用 原 則 の下 に あ り,

合 理 的 理 由や 正 当 事 由を 課 す こ とに よ って 解 雇 を 制 限 す る法 理 は 発 展 しなか った ので あ る。

こ の よ うな中,1970年 代 以 降 そ れ まで 厳 格 に 適 用 され て い た 随 意 雇 用 原 則 に 例 外 を 認 め る法

理 が,各 州 裁 判 所 に お い て形 成 され は じめ た 。 具 体 的 に は,当 該 解 雇 を 公 序(publicpolicy)に

違 反 す る不 法 行 為 と した り10),解 雇 に は 正 当 事 由が 必 要 で あ る との黙 示 的 契 約(impliedin-fact

contract)11)や 黙 示 的 誠 実 ・公 正 義 務 条 項(impliedcovenantofgoodfaithandfairdealing)12)を

根 拠 と して 当 該 解 雇 を 契 約 違 反 とす る理 論 構 成 が 試 み られ て い る13)。 また,雇 用 ハン ドブ ッ ク

(employmenthandbook)あ る い は マ ニ ュアル 記 載 の 解 雇 条 件 に違 反 す る解 雇 を 契 約 違 反 とす

る構 成 もみ られ る14)。そ の 救済 内 容 は,契 約違 反 と して は 逸 失 賃 金 そ の他 逸 失 給 付 の賠 償 が,

不 法 行 為 で は これ に 加 え て 精 神 的 損 害 や 懲 罰 的 損 害 賠 償 が 可 能 に な るが,被 用 者 を 原 職 に 復 帰

させ る こ とは で き ない15)。

ア メ リカ の雇 用 契 約 法 理 は 依 然 と して 随 意 的 雇 用 原 則 の下 に あ り16),例 外 は あ る も の の,原
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則として使用者は被用者を自由に解雇できる。 したがって,雇 用契約に期間の定めのある場合

を除き,使 用者は,自 由に労働条件を決定変更できることになる。換言すれば,解 雇が自由で

ある以上,雇 用を維持 したまま労働条件を変更する法理を形成する必要性が全 くないのである

17)
。

皿 団体交渉システム下における労働条件の決定変更

1団 体交渉システムの概略

アメリカの団体交渉システムの特徴は,多 数決原理に基づ く排他的交渉代表制である18)。排

他的交渉代表制 とは,一 定の交渉単位内において,「 被用者の多数(majority)に よ り指名

(designated)な いし選出(selected)さ れた」組合が,唯 一の交渉代表として,他 組合員や非組

合員を も含めた当該交渉単位内における 「すべての被用者の」ために,「給与率,賃 金,労 働

時間,そ の他の雇用条件」に関 して使用者と団体交渉を行 う制度である(NLRA9条(a)19))。

団体交渉についてはNLRA8条(d)20)が,「 団体交渉 とは,賃 金,労 働時間及びその他の雇用

条件(wages,hours,andothertermsandconditionsofemployment),ま たは労働協約の交渉及

び協約の下で生 じるすべての問題に関して,合 理的時期に会見 して誠実に(ingoodfaith)協 議

する … 」使用者 と交渉代表の義務をいう,と 定義 している。同条によれば,単 に会 って話

し合 うだけではなく,合 意に達するように 「誠実に」(ingoodfaith)交 渉しなければならない

とい う誠実団交義務を,団 体交渉義務の内容 としている。当該団体交渉義務は,「賃金,労 働

時間及びその他の雇用条件」に関する事項について課せられる。 これ らを義務的(mandatory)

団交事項とい う。

当該制度の下では,使 用者が排他的交渉代表との団体交渉を拒否することは不当労働行為と

なり(NLRA8条(a)(5)21)),ま た排他的交渉代表 自身も使用者との交渉を拒否することが不当

労働行為として禁止される(NLRA8条(b)(3)22))。 団体交渉義務の履行は,不 当労働行為の中

止 ・禁止(ceaseanddesist)及 び積極的措置(affirmativeaction)を 命 じることができるNLRB

の救済命令によって担保される(NLRAlO条(c)23))。

排他的交渉代表制を採用 したアメリカ型団体交渉システムの下で,被 用者の労働条件の決定

変更を考える場合には,① 労働協約が存在 しない場合と②協約が締結された場合に分けて考え

る必要がある。あわせて,使 用者と個別の被用者が締結する雇用契約との関係も考えなければ

ならない。

①は,排 他的交渉代表が決定 したが,未 だ団体交渉に至っていないか,あ るいは団体交渉中

の場合である。ここでは,排 他的交渉代表制度と団体交渉義務に関する法理を中心に労働条件

の決定変更法理が導かれる。②は,団 体交渉の結果として労働協約が締結された場合である。

一170一



アメリカにおけ る労働条件 の決定変更法理(1)

ここでは,協 約に含まれる事項について,団 体交渉義務と労働協約の効力に関する法理を中心

に決定変更法理が導かれる。

逆に,少 数組合など複数組合にかかわる問題や,非 組合員や他組合員の区別における問題な

どは考慮する必要がない24)。排他的交渉代表だけが 「唯一」団体交渉権を有 し,当 該交渉代表

が単位内の 「すべての被用者」を代表するからである。換言すれば,単 位内における被用者の

労働条件は,交 渉代表によって集団的にかつ画一的に決定されるのである。

2労 働条件の意義 ・内容 一団体交渉事項一

団体交渉システムの下において使用者による決定変更が規制される事項,す なわち団体交渉

義務が課せられている事項は,義 務的団交事項である。義務的団交事項に関 しては,当 事者双

方は誠実団交義務を負 うが,合 意に至ることまでをも強制はされない。義務的団交事項以外の

事項を非義務的団交事項といい,こ れはさらに任意的団交事項,違 法団交事項の2つ に分ける

ことができる。このうち,違 法な事項を除いた任意的団交事項については,使 用者は原則とし

て自由にこれを決定変更できる25)。本稿が検討対象とする労働条件は,義 務的団交事項にあた

る。

(1)義 務 的 団交 事 項

義 務 的 団 交 事 項 とは,「 賃 金,労 働 時 間 及 び そ の他 の 雇 用 条 件 」 に 関 す る事 項 を い う(8条

(d))。 同 条 の文 言 は,限 定 的 で は な く,か な り広 い範 囲 まで カバ ーす る と解 され て い る。 例

え ば,「 賃 金 」 につ い て は,現 実 の労 働 に対 す る対 価 を 意 味 す る だ け で は な く,こ れ に 付 随 す

る も の も 「賃 金 」 に 含 まれ る と解 され る。

具 体 的 に は,賃 金 に 関 す る事 項 と して は,給 与 率(基 本 給 や 時 間 給,歩 合給 も含 む),割 増

賃 金,イン セン テ ィヴ ・プ ラン 賃 金 制 度,休 日 ・休 暇 手 当,解 雇 手 当(severancepay)な どに

加 え て企 業 年 金,利 潤 分 配 制 度(profit-sharing),株 式 購 入 制 度,健 康 保 険制 度,ク リス マ ス

賞 与,社 宅 や 食 事 の支 給 な どが 義 務 的 団 交 事 項 に 該 当 す る。 労 働 時 間 に 関 す る事 項 と して は,

一 日ない し一 週 の労 働 時 間 数 の変 更 な どが これ に 該 当 す る
。 そ の他 の雇 用 条 件 に 関 す る事 項 と

して は,テ ニ ュー ア(tenure)や 退 職,解 雇,レ イ オ フ,リ コ ール,セ ニ ョー リテ ィ ー,昇 進 昇

格,配 置 換 え な ど の雇 用 保 障 に 関 す る事 項,休 憩 時 間 や ラン チ タイ ム,喫 煙,懲 戒,服 務 規 律,

安 全 衛 生,作 業 環 境,労 働 負 荷 な ど の業 務 の遂 行 に か か わ る事 項,ユ ニ オン ・シ ョ ップや エ ー

ジ ェン シ ー ・シ ョ ップ,チ ェ ッ ク ・オ フ,労 働 組 合 に よる雇 用 周 旋(hiringhall)な どの 組 合 保

障 に 関 す る事 項,苦 情 処 理 ・仲 裁 手 続 や ノ ー ・ス トライ キ 条 項 な ど の使 用 者 と労 働 組 合 の関 係

に か か わ る事 項 な どが これ に 該 当 す る26)。

義 務 的 団 交 事 項 に 該 当 す るか 否 か に つ い て 特 に 解 釈 が 難 しい 問 題 と して は,経 営 上 の決 定 な
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い し経営上の判断が関係する場合である27)。経営上の決定自体は使用者の専権事項であるが,

当該決定が被用者の労働条件に何らかの影響を及ぼす場合に,団 体交渉義務の問題が生 じる。

つまり,業 務の外注化(下 請化)や 事業縮小などの経営上の決定が,被 用者の解雇など労働条

件の変更をともなう場合に,当 該決定をなすにあたって労働組合との団体交渉を経なければ,

団交義務違反の不当労働行為となる場合が生 じるのである。

連邦最高裁は,FibreboardPaperProductsCorp.,v.NLRB28)に おいて,経 費節減などの理

由が名 目的なものにすぎない場合には,当 該経営上の決定それ自体が義務的団交事項にあたる

と判断 している。また,FirstNationalMaintenanceCorp.,v.NLRB29)に おいて連邦最高裁は,

事業の縮小 ・閉鎖などが経済的理由によるものであったとしても,雇 用の継続に重大な影響を

与えるような経営判断に関する事項は,団 体交渉によってもたらされる利益が,事 業経営にお

ける負担を上回る場合に限って,当 該決定は義務的団交事項となる,と い う判断枠組みを示 し

ている。

FirstNationalMaintenanceCorp.事 件判決後,NLRB(NationalLaborRelationsBoard全

国労働関係局)で は同事件判決によって示された枠組みの解釈適用にあたって,こ れを限定 し

て義務的団交事項を狭 く解 していたが,最 近の事件であるDebuquePackingCo.30)で は,逆 に

義務的団交事項を広 く認める判断を している。本件では,事 業場の一部移転に関する決定が問

題 となった。NLRBは,業 務内容の変更をともなわない事業場移転の決定は多 くの場合義務

的団交事項となるが,① 労働コス トの削減が移転を決定 した要因ではないこと,② 仮に労働コ

ス トの削減が移転決定要素に含まれていたとしても,当 該決定がさらに変更されるだけの内容

をともなった譲歩案を労働組合が提案できなかったこと,の いずれかを証明できれば,一 方的

実施も団交義務違反の不当労働行為にならない,と い う解釈を示 している。

(2)非 義務的団交事項

非義務的団交事項のうち,違 法なものを除いた事項を任意的団交事項とい う。当該事項に関

しては,団 体交渉義務は生 じないが,当 事者が任意に団体交渉を行い,労 働協約を締結するこ

とは可能である。具体的には,不 当労働行為の和解に関する事項や交渉単位に含まれない第三

者の雇用条件等に関する事項などあげられる。また,非 義務的団交事項のうち,ク ローズ ド・

ショップ条項やホット・カーゴ条項などのように違法な内容を 目的とする事項を違法団交事項

といい,誠 実団交義務は生 じないことはもちろん,任 意に交渉することも許されない。
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3団 体交渉システムと雇用契約との関係

(1)排 他的交渉代表制

(a)排他的交渉代表の権限

団体交渉システムと雇用契約の関係については,排 他的交渉代表の権限が重要な意味を持つ。

交渉代表に与えられた権限である 「排他性」には,次 の2つ の意味がある。

第1に,交 渉代表以外の労働組合は単位内の被用者を代表 しえない。 したがって,少 数組合

などその他被用者集団は団体交渉権を有 しないから,使 用者は少数組合に対 して団体交渉義務

を負わない。

第2に,こ の権限は他の 「代表」を排除するだけでなく,他 の 「交渉」も排除するのである。

すなわち,使 用者と交渉代表以外の労働組合との交渉を排除するだけでなく,被 用者と使用者

の個別交渉までをも排除するのである。交渉単位内にある被用者の労働条件の決定は,す べて

排他的交渉代表である労働組合の権限に属 し,排 他的交渉代表が行 う団体交渉以外による労働

条件の決定は不当労働行為となる。

このように,排 他的交渉代表は,単 位内の 「すべての」被用者の代表となり,義 務的団交事

項に関する交渉を独占することになる。 団体交渉システム下では,こ の交渉代表の強力な権

限によって,交 渉単位内にある被用者の労働条件は集団的かつ画一的に決定される。その権限

ゆえに,排 他的交渉代表には,交 渉単位内のすべての被用者の利益を公正に偏見なく代表 しな

ければならないとい う公正代表義務(dutyoffairrepresentation)が 課せ られる。

(b)交渉代表の決定と交渉単位

排他的交渉代表として認められるためには,被 用者の多数により指名選出されなければなら

ない31)。典型的な方法 としては,NLRBが 秘密投票による選挙を主宰 し,過 半数の支持を得

て選出された組合をNLRBが 認証する(certify)ことによって,交 渉代表たる地位が決定する。

その他,組 合が被用者の多数により支持されている証拠を提示 し,こ れに基づいて使用者が任

意に交渉代表 として承認する方法(voluntaryrecognition)や,不 当労働行為手続を利用すると

い う方法もある。

交渉単位(bargainingunit)は,排 他的交渉代表選出の単位であることに加えて,排 他的交渉

代表の権限が及ぶ範囲でもあるので,労 働条件の決定変更を考える上では重要な要素である。

交渉単位の範囲は,団 体交渉のために 「適切な」(appropriate)も のであればよく(9条(a)),

使用者と労働組合との合意に基づいて任意に決定される。具体的には,部 課単位,職 種単位,

事業所単位など地理的範囲や職業的範囲にまで多岐に及び,あ らか じめ固定されているもので

はない。当事者間において交渉単位に関する合意が成立 しない場合には,NLRBが 交渉単位

を決定することになる32)。
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(2)協 約が存在 しない場合における労働条件の決定変更

排他的交渉代表が決定 される以前に,すでに締結されていた雇用契約上の労働条件は,交 渉

中であっても労働協約が締結されるまでは有効であると解される。

しか し,い ったん交渉代表が決定されると,排 他的交渉代表の権限を根拠として,使 用者が

被用者と労働条件について個別交渉することは,不 当労働行為として禁止される。この法理は,

雇用契約の存在を理由とする団体交渉拒否が不当労働行為とされたJ.1.CaseCo.v.NLRB33)

によって確立された。使用者は,交 渉前あるいは交渉中において,被 用者との個別交渉によっ

て既存の雇用契約上の労働条件を変更することもできない し,さ らには,既 存の労働条件とは

異なる新たな雇用契約を締結することも不当労働行為として禁止される34)。

以上から,い ったん交渉代表が選出されると,使 用者は個別雇用契約によって,被 用者の労

働条件を決定変更できなくなる。ただ し,こ の法理の適用範囲は義務的団交事項のみであって,

任意的団交事項に関 して,使 用者が被用者と個別交渉することは許される。

(3)協 約締結後における労働条件の決定変更

ここでは,団 体交渉を経て労働協約が締結された場合に,既 存の雇用契約に基づ く労働条件

はどうなるのか,つ まり労働協約と雇用契約の関係について検討する。諸外国においては,強

行的 ・直律的効力を定める立法やー協約条項を労働契約に編入する(incoporate)こ とにより解決

をする例があるが,ア メリカにおいては連邦最高裁によって独自の法理が形成されている。

まず,既 存の雇用契約 よりも労働協約が後に締結された場合について,連 邦最高裁はJ.1.

CaseCo.事 件において,NLRAの 立法趣 旨を根拠に,雇 用契約は無効となって協約条件がこ

れにとって替わる,と い う法理を確立 した。さらに,本 判決は,雇 用契約が協約条件よりも有

利な場合でも当該雇用契約は無効になる,と 判示 して,い わゆる有利性の原則を否定 し,労 働

協約が両面的拘束力を有することも示 した。協約締結後に新たな雇用契約が締結された場合に

ついても,当 該雇用契約は無効になり協約条件がとって替わることも判例上確立 している35)。

連邦最高裁によると,雇 用契約が無効になって協約条件がこれにとって替わることになるが,

被用者が直接協約に基づいて権利を取得するわけではない。後述するが,LMRA301条(a)36)

(Labor-ManagementRelationsActofl947労 使関係法,通 称Taft-HartleyAct)に 基づいて

協約違反訴訟を被用者個人が提起できるとい う法理によって,被 用者が協約条件を自らの権利

として主張できるのである。このような独自の法理によって,被 用者が協約条件を享受できる

ことが担保されている37)。ただし,協 約上の条件が任意的団交事項である場合は,原 則として

被用者は当該協約条件に拘束されないから,使 用者が被用者と個別に契約を交わすことも可能

である。 しか しその場合,使 用者は労働組合から協約違反の責任を問われることになる38)。
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